
短答式試験問題集

［民法・商法・民事訴訟法］
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【以下の問題の解答に当たっては，国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）の

適用を考慮する必要はない。】

［民法］

〔第１問〕（配点：２）

意思表示に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№１］）

ア．成年被後見人であるＡがＢから日用品を買い受けた場合，Ａが成年被後見人であることをＢ

が知らなかったとしても，Ａの成年後見人Ｃは，当該日用品の売買契約を取り消すことができ

る。

イ．ＡがＢから契約解除の意思表示を受けた時にＡが成年被後見人であった場合，Ａの成年後見

人ＣがＢの契約解除の意思表示を知るまで，当該契約解除の効力は生じない。

ウ．Ａが隔地者Ｂに対し契約申込みの通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその

事実を知っていたとしても，当該契約申込みの効力は生じる。

エ．Ａが隔地者Ｂに対し契約解除の通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその事

実を知っていたとしても，当該契約解除の効力は生じる。

オ．Ａが隔地者Ｂに対し契約承諾の通知を発した後，Ａが行為能力を喪失した場合，Ｂがその事

実を知っていたとしても，当該契約は成立する。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第２問〕（配点：２）

代理に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№２］）

ア．無権代理行為の相手方は，代理人が代理権を有しないことを過失によって知らなかったとき

は，民法上の無権代理人の責任を追及することができない。

イ．代理権は，代理人が後見開始の審判を受けたときは消滅する。

ウ．成年後見人は，やむを得ない事由があるときでなければ，復代理人を選任することができな

い。

エ．委任による代理人がやむを得ない事由があるため復代理人を選任した場合，復代理人は，復

代理の委任事務を処理するのに必要と認められる費用を支出したときであっても，本人に対し，

その費用の償還を直接請求することはできない。

オ．Ａの代理人ＢがＣの詐欺により売買契約を締結した場合，Ｂは当該売買契約を取り消すこと

ができるが，Ａは当該売買契約を取り消すことができない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第３問〕（配点：２）

時効の援用に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№３］）

ア．抵当不動産の第三取得者は，その抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。

イ．先順位抵当権の被担保債権の消滅により後順位抵当権者に対する配当額が増加する場合，当

該後順位抵当権者は，先順位抵当権の被担保債権の消滅時効を援用することができる。

ウ．詐害行為の受益者は，詐害行為取消権を行使している債権者の被保全債権について，その消

滅時効を援用することができない。

エ．譲渡担保権者が被担保債権の弁済期後に譲渡担保の目的物を第三者に譲渡したときは，その
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第三者は譲渡担保権設定者が譲渡担保権者に対し有する清算金支払請求権の消滅時効を援用す

ることができる。

オ．建物の敷地所有権の帰属につき争いがある場合において，その敷地上の建物の賃借人は，建

物の賃貸人が敷地所有権を時効取得しなければ建物賃借権を失うときは，建物の賃貸人による

敷地所有権の取得時効を援用することができる。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第４問〕（配点：２）

物権的請求権に関する次の１から４までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものはどれ

か。（解答欄は，［№４］）

１．Ａ所有の甲土地上に権原なく乙建物を所有しているＢがＣに乙建物を売却した場合において，

ＣがＢからの乙建物の所有権移転登記を経由していないときは，Ａは，Ｃに対し，乙建物の収

去及び甲土地の明渡しを求めることができない。

２．Ａ所有の甲土地上に権原なく乙建物を所有しているＢがＣに乙建物を売却し，ＣがＢからの

乙建物の所有権移転登記を経由した後，ＣがＤに乙建物を売却した場合には，ＤがＣからの乙

建物の所有権移転登記を経由していないときであっても，Ａは，Ｃに対し，乙建物の収去及び

甲土地の明渡しを求めることができない。

３．Ａがその所有する甲土地をＢに賃貸し，Ｂが甲土地を自動車の駐車場として利用していたと

ころ，甲土地の賃借権の登記がされない間に，ＡがＣに対し甲土地を売却した場合において，

ＣがＡからの甲土地の所有権移転登記を経由していないときは，Ｂは，Ｃからの甲土地の明渡

請求を拒むことができる。

４．Ａ所有の甲土地に隣接する乙土地の所有者であるＢが乙土地を掘り下げたために，両土地の

間に高低差が生じ，甲土地が崩落する危険が生じている場合において，その危険が生じた時か

ら２０年を経過した後にＡがＢに対し甲土地の崩落防止措置を請求したときは，Ｂはその請求

権の消滅時効を援用することができる。
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〔第５問〕（配点：２）

Ａの所有するカメラ（以下「甲」という。）の取引に関する次のアからオまでの各記述のうち，

判例の趣旨に照らし，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答

欄は，［№５］）

ア．Ａは，甲をＢに賃貸していたところ，ＣがＢの家から甲を盗み，Ｄに売却した。Ｄは，甲が

Ｃの所有物であると過失なく信じて，現実の引渡しを受けた。この場合，Ｂは，甲を盗まれた

時から２年以内であれば，Ｄに対し，甲の返還を求めることができる。

イ．Ａは，甲をＢに売却したが，その売買契約当時，Ａは意思能力を有していなかった。その後，

Ｂが甲をＣに売却し，Ｃは，甲がＢの所有物であると過失なく信じて，現実の引渡しを受けた。

この場合，Ａの法定代理人は，Ｃに対し，甲の返還を求めることができる。

ウ．Ａは，その家で甲を保管していたところ，カメラを販売する商人のＢがＡの家から甲を盗み，

Ｃに売却した。Ｃは，甲がＢの所有物であると過失なく信じて，現実の引渡しを受けた。この

場合，Ａは，甲を盗まれた時から２年以内であっても，ＣがＢに支払った代価を弁償しなけれ

ば，Ｃに対し，甲の返還を求めることができない。

エ．Ａは，その家で甲を保管していたところ，ＢがＡの家から甲を盗み，Ｃに売却した。その後，

Ｃは，甲をＤに転売し，Ｄは，甲がＣの所有物であると過失なく信じて，現実の引渡しを受け

た。この場合，Ａは，甲を盗まれた時から２年以内であっても，Ｄに対し，甲の返還を求める

ことができない。

オ．Ａは，甲をＢに賃貸していたところ，Ｂが甲をＣに寄託した。その後，ＢがＡに無断で甲を

Ｄに売却するとともに，Ｃに対し以後Ｄのために甲を占有するように命じた。Ｄは，甲がＢの

所有物であると過失なく信じて，Ｃによる甲の占有を承諾した。この場合，Ａは，Ｄに対し，

甲の返還を求めることができる。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ

〔第６問〕（配点：２）

担保物権に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№６］）

１. 同一不動産上の先取特権，質権及び抵当権の優先権の順位は，当該各担保物権の登記の前

後によって決まる。

２. 留置権，先取特権，質権及び抵当権には，いずれも物上代位性が認められる。

３. 留置権は，占有を第三者に奪われた場合も消滅しないが，その場合には，第三者に対抗す

ることができない。

４. 留置権者及び抵当権者は，いずれも目的物の競売を申し立てることができる。

５. 動産先取特権は，動産質権に優先する。

〔第７問〕（配点：２）

抵当権に関する次の１から４までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№７］）

１．抵当権は，目的物の交換価値を把握する権利であるから，被担保債権額が抵当不動産の価格

を上回っていても，物上保証人が抵当不動産の価格に相当する額を弁済すれば，抵当権は消滅

する。

２．抵当権の被担保債権について不履行があった場合であっても，抵当権の効力は，その後に生

じた抵当不動産の果実には及ばない。

３．抵当権者が第三取得者に対して代価弁済の請求をした場合，第三取得者は，その請求に応じ

なければならない。

４．第一順位の抵当権者の被担保債権が弁済により消滅した場合，第二順位の抵当権者は，消滅

した第一順位の抵当権の抹消登記手続を求めることができる。
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〔第８問〕（配点：２）

債権に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№８］）

１．金銭債権は，当事者の意思表示によって，不可分債権とすることはできない。

２．判例によれば，履行の場所につき別段の定めのない種類債権の目的物は，債務者が債権者の

住所に目的物を発送した時に特定する。

３．不可分債権者の一人が債務者に対して債務を免除した場合であっても，他の不可分債権者は，

債務者に対し，債務の全部の履行を請求することができる。

４．生命又は身体が侵害されたことによって生じた不法行為に基づく損害賠償請求権は，その性

質上，第三者に譲渡することはできない。

５．債権の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは，その選択権は，債権者に属す

る。

〔第９問〕（配点：２）

債権者代位権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№９］）

ア．名誉侵害を理由とする慰謝料請求権は，具体的な金額が当事者間において客観的に確定した

ときは，債権者代位権の目的となる。

イ．夫婦間の契約取消権は，夫婦の一方の債権者による債権者代位権の目的となる。

ウ．認知請求権は，認知されていない子の債権者による債権者代位権の目的となる。

エ．詐欺による取消権は，債権者代位権の目的とはならない。

オ．遺留分減殺請求権は，遺留分権利者が権利行使の確定的意思を有することを外部に表明した

と認められる特段の事情がある場合を除き，債権者代位権の目的とはならない。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ エ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第10問〕（配点：２）

保証に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせた

ものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№10］）

ア．賃借人の保証人は，賃貸借契約が更新された後の賃料債務についても保証債務を負うが，賃

料不払によって賃貸借契約が解除された場合，賃借人が目的物を返還しないことにより賃貸人

に与えた損害の賠償については保証債務を負わない。

イ．建物賃貸借契約の存続期間中に賃借人の保証人が死亡した場合において，その相続人は，相

続開始後に生じた賃借人の債務についても保証債務を負う。

ウ．身元保証契約において，使用者が，被用者に業務上不適任又は不誠実な事跡があって，その

ために身元保証人の責任を惹起するおそれがあることを知ったときは，使用者は，遅滞なく

身元保証人にその旨を通知しなければならない。

エ．貸金等根保証契約において元本確定期日がその貸金等根保証契約の締結の日から６年を経過

する日と定められている場合，その元本確定期日は，その貸金等根保証契約の締結の日から

５年を経過する日となる。

オ．根保証契約の元本確定期日前に根保証契約の主たる債務の範囲に含まれる債権が譲渡された

ときは，その譲受人は，保証人に対し，当該保証債務の履行を求めることができない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第11問〕（配点：２）

契約に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№11］）

ア．贈与は，当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示し，相手方が受諾を

することによって，その効力を生ずるから，贈与を受ける者が贈与の申込みをし，相手方がこ

れを承諾しても贈与の効力は生じない。

イ．売買契約において瑕疵担保責任を免除する特約がある場合であっても，その当時売買の目的

物について瑕疵があることを売主が知りながらその瑕疵があることを告げなかったときには，

売主は瑕疵担保責任を免れない。

ウ．判例によれば，ＡがＢ所有の甲建物を賃貸権限を有しないＣから賃借している場合において，

ＢがＡに甲建物の明渡しを求めたときは，Ａは，甲建物を使用収益することができなくなるお

それが生じたものとして，Ｃに対し，それ以降の賃料の支払を拒絶することができる。

エ．賃借人が適法に賃借物を転貸した場合において，賃貸人が賃借人に対し賃借物の修繕義務を

負うときは，賃貸人は，転借人に対しても直接に賃借物の修繕義務を負う。

オ．有償の金銭消費寄託契約において，当事者が返還の時期を定めなかったときは，寄託者は，

受寄者に対し相当の期間を定めて催告をしなければ，金銭の返還を請求することができない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第12問〕（配点：２）

委任契約に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№12］）

ア．委任契約を債務不履行により解除したときは，その解除は，将来に向かってのみその効力を

生ずる。

イ．準委任契約は，書面でしなくてもその効力を生ずるが，委任契約は，書面でしなければ，そ

の効力を生じない。

ウ．受任者がその委任事務処理の必要上負担した債務を委任者に対し受任者に代わって弁済する

ことを請求する権利については，委任者がこれを受働債権として相殺することはできない。

エ．委任契約は，受任者の死亡によって終了するが，委任者の死亡によっては終了しない。

オ．受任者は，特約がなくとも，委任者に対して報酬を請求することができる。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ

〔第13問〕（配点：２）

年齢に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，［№13］）

ア．１５歳に達した者は，遺言をすることができる。

イ．妻が２６歳，夫が１９歳の夫婦は，特別養子縁組における養親となることができる。

ウ．普通養子縁組において養子となる者が１８歳であるときは，その法定代理人が，これに代わ

って，縁組の承諾をすることができる。

エ．養親となる者が家庭裁判所に対して特別養子縁組の成立の申立てをした時点で，養子となる

者が１０歳であるときは，家庭裁判所は，特別養子縁組を成立させることはできない。

オ．１６歳の子を持つ母がその子の父との婚姻により氏を改めたため，その子が父母と氏を異に

する場合には，その子は，父母の婚姻中に限り，家庭裁判所の許可を得ないで，戸籍法の定め

るところにより届け出ることによって，その父母の氏を称することができる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ
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〔第14問〕（配点：２）

夫婦であるＡとＢの間に未成年の子Ｃがいる場合に関する次のアからオまでの各記述のうち，

誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№14］）

ア．Ａが成年被後見人である場合には，Ｃに対する親権はＡの成年後見人とＢが共同で行使する。

イ．ＡとＢがいずれも１８歳である場合には，Ｃに対する親権は，Ａの親権者とＢの親権者が共

同で行使し，ＡとＢのいずれにも親権者がいない場合には，家庭裁判所がＣについて未成年後

見人を選任する。

ウ．Ｃが１８歳である場合には，Ａが死亡し，その後にＢの親権が停止されたときでも，Ｃは，

Ｂの同意を得れば婚姻をすることができる。

エ．ＡとＢが離婚し，ＢがＣの親権者となった後に，ＢがＤと再婚し，ＣがＤの養子となった場

合には，ＢとＤがＣの親権者となる。

オ．判例によれば，Ａが死亡し，その相続人がＢとＣの二人であり，ＢがＣの親権者である場合

において，ＢがＡを被相続人とする相続につき自ら相続放棄をするのと同時にＣを代理してＣ

について相続放棄をしたときは，Ｂ及びＣの相続放棄はいずれも有効となる。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第15問〕（配点：２）

共同相続に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№15］）

ア．共同相続人であるＡとＢの間で遺産分割協議が成立した場合において，Ａがその協議におい

て負担した債務を履行しないときであっても，ＢはＡの債務不履行を理由に遺産分割協議を解

除することはできない。

イ．共同相続人は，既に成立している遺産分割協議の全部を共同相続人全員の合意により解除し

た上で，改めて遺産分割協議を成立させることはできない。

ウ．共同相続が生じた場合，相続人の一人であるＡは，遺産の分割までの間は，相続開始時に存

した金銭を相続財産として保管している他の相続人Ｂに対して，自己の相続分に相当する金銭

の支払を求めることはできない。

エ．Ａ及びＢがＣに対して４００万円の連帯債務を負担していたところ，Ａが死亡し，その妻Ｄ

及び子Ｅが相続した場合，Ｃは，Ｅに対して，Ａの負担していた４００万円の債務全額の支払

を請求することができる。

オ．Ａ，Ｂ及びＣが共同相続した甲土地の共有持分権をＣから譲り受けたＤが，Ａ及びＢとの共

有関係の解消のためにとるべき裁判手続は，遺産分割審判である。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ エ
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［商法］

〔第16問〕(配点：２）

株式会社の設立に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№16]）

ア．法人は，発起人及び設立時取締役のいずれにもなることができない。

イ．会社法上の公開会社でない株式会社を設立する場合には，発行可能株式総数を定款で定めな

ければならないが，発行可能株式総数は，設立時発行株式の総数の４倍を超えてもよい。

ウ．発起人のうちの一人が設立時発行株式の株主となる権利を全て失った場合であっても，他の

発起人がその引き受けた設立時発行株式について出資の履行をした財産の価額が定款に記載さ

れた設立に際して出資される財産の価額又はその最低額を満たしているときは，株式会社の設

立の無効事由とはならない。

エ．設立時募集株式の引受人は，設立時募集株式の払込金額の全額の払込みをする前に設立時募

集株式の株主となる権利を譲渡した場合には，当該譲渡を成立後の株式会社に対抗することが

できないが，当該払込みをした後に設立時発行株式の株主となる権利を譲渡した場合には，当

該譲渡を成立後の株式会社に対抗することができる。

オ．判例の趣旨によれば，募集設立において払込みの取扱いをした銀行は，払い込まれた金額に

相当する金銭の保管に関する証明書を発起人に交付した後は，払い込まれた金銭を株式会社の

成立前に発起人に返還したことをもって成立後の株式会社に対抗することができない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ オ ４．ウ エ ５．エ オ

〔第17問〕(配点：２）

発行済株式の総数が５０００株である株式会社が，募集株式について，金銭以外の財産（以下

「現物出資財産」という。）を出資の目的とする旨並びに当該財産の内容及び価額を定めた場合に

おける検査役の調査の要否に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。なお，特別法の規定により現物出資財産の出資に関

する会社法の規定の適用が除外される場合は，考慮しないものとする。（解答欄は，[№17]）

ア．当該株式会社が募集株式の引受人に割り当てる株式の総数が５００株である場合には，当該

募集株式の引受人が給付する現物出資財産の価額に関する検査役の調査は不要である。

イ．当該株式会社が現物出資財産について定めた価額の総額が５００万円である場合には，当該

現物出資財産の価額に関する検査役の調査は不要である。

ウ．当該株式会社から１０００株の割当てを受けた募集株式の引受人が，現物出資財産として，

その価額が１０００万円と定められた市場価格のある有価証券を給付する場合において，法務

省令で定める方法により算定される当該有価証券の市場価格も１０００万円であるときは，当

該有価証券についての現物出資財産の価額に関する検査役の調査は不要である。

エ．当該株式会社から１０００株の割当てを受けた募集株式の引受人が，現物出資財産として，

その価額が１０００万円と定められた不動産を給付する場合において，当該価額が相当である

ことについて税理士の証明を受けたときは，当該証明を受けた当該不動産についての現物出資

財産の価額に関する検査役の調査は不要である。

オ．当該株式会社から１０００株の割当てを受けた募集株式の引受人が，現物出資財産として，

当該株式会社に対する弁済期が到来していない金銭債権を給付する場合において，当該金銭債

権について定められた価額と当該金銭債権に係る負債の帳簿価額とがいずれも１０００万円で

あるときは，当該金銭債権についての現物出資財産の価額に関する検査役の調査は不要である。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ
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〔第18問〕(配点：２）

会社法上の公開会社における募集株式の発行に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤って

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。なお，募集株式を引き受けよう

とする者がその総数の引受けを行う契約を締結する場合は，考慮しないものとする。（解答欄は，

[№18]）

ア．判例の趣旨によれば，募集事項の株主に対する通知又は公告をいずれも欠いたことは，募集

株式の発行差止請求をしたとしても差止めの事由がないためにこれが許容されないと認められ

る場合でない限り，募集株式の発行の無効原因となる。

イ．募集に係る株式の発行が，法令又は定款に違反しない場合であっても，著しく不公正な方法

により行われる場合において，株主が不利益を受けるおそれがあるときは，株主は，株式会社

に対し，当該株式の発行をやめることを請求することができる。

ウ．株式会社が株主に株式の割当てを受ける権利を与える場合には，株主は，募集株式の引受け

の申込みをしなくても，募集株式の引受人となる。

エ．募集株式の引受人は，募集株式の払込金額の払込みをする債務と株式会社に対する債権とを

相殺することができない。

オ．募集株式の引受人が募集株式の払込金額の払込みを仮装した場合には，当該払込みの仮装に

関する職務を行った取締役（当該払込みを仮装したものを除く。）は，その職務を行うについ

て注意を怠らなかったことを証明したときであっても，株式会社に対し，払込みを仮装した払

込金額の支払をする義務を負う。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第19問〕(配点：２）

甲株式会社は，会社法上の公開会社でない取締役会設置会社であり，これまで新株予約権を発行

したことがない。甲株式会社の発行可能株式総数は１万株で，発行済株式の総数は８５００株（自

己株式５００株を含む。）である。

甲株式会社が発行する新株予約権に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№19]）

ア．甲株式会社は，募集新株予約権について，新株予約権の目的である株式の数を１０株，新株

予約権を行使することができる期間の初日を割当日の１年後の日，募集新株予約権の数を３０

０個と決定し，新株予約権３００個を発行することができる。

イ．甲株式会社が新株予約権の発行後に定款を変更して会社法上の公開会社となる場合には，当

該新株予約権の新株予約権者は，甲株式会社に対し，自己の有する新株予約権を公正な価格で

買い取ることを請求することができる。

ウ．甲株式会社の株主総会の決議によって，募集新株予約権についての募集事項の決定を取締役

会に委任し，取締役会がその委任に基づいて募集事項を決定した場合には，甲株式会社は，割

当日の２週間前までに，当該募集事項を株主に通知し，又は公告しなければならない。

エ．甲株式会社がその発行する新株予約権を引き受ける者の募集において株主に新株予約権の割

当てを受ける権利を与える場合には，甲株式会社も，自己株式について当該権利を有する。

オ．募集新株予約権の引受けの申込みをした者は，割当日に，甲株式会社の割り当てた募集新株

予約権の新株予約権者となるが，募集新株予約権と引換えに金銭の払込みを要する場合には，

募集新株予約権についての払込期日までに，払込金額の全額の払込みをしなければ，当該募集

新株予約権を行使することができない。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ
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〔第20問〕(配点：２）

株主総会に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。（解答欄は，

[№20]，[№21]順不同）

１．株式会社は，株主が代理人によってその議決権を行使することができない旨を定款で定める

ことができない。

２．株主総会に出席しない株主が書面によって議決権を行使することができることとする旨を定

めたときは，株主総会を開催することを要しない。

３．株主は，必要な事項を記載した議決権行使書面を株式会社に提出した場合には，同一の議案

について，代理人によってその議決権を行使することができない。

４．株主が当該株主総会において実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める場合には，

取締役は，当該事項について説明をすることを要しない。

５．株主の全員の同意を得て，招集の手続を経ることなく株主総会を開催するときは，株主の同

意は，書面又は電磁的記録によりしなければならない。

〔第21問〕(配点：２）

取締役会設置会社（監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社を除く。）と取締役会設置

会社でない会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたものは，

後記１から５までのうちどれか。なお，特別法の規定の適用がある場合は，考慮しないものとする。

（解答欄は，[№22]）

ア．取締役会設置会社においては，定款に別段の定めがある場合を除き，業務執行についての取

締役会の決定をするに当たり会議を開催する必要があるが，取締役会設置会社でない会社にお

いては，取締役が３人いる場合であっても，業務の決定をするに当たり会議を開催する必要が

ない。

イ．取締役会設置会社においては，監査役を置くことができるが，取締役会設置会社でない会社

においては，監査役を置くことができない。

ウ．取締役会設置会社においては，代表取締役を選定しなければならないが，取締役会設置会社

でない会社においては，代表取締役を定めることができない。

エ．取締役会設置会社においては，株主総会は，会社法に規定する事項及び定款に定めた事項に

限り，決議をすることができるが，取締役会設置会社でない会社においては，株主総会は，会

社に関する一切の事項について決議をすることができる。

オ．取締役会設置会社においては，株主総会は，会社法に別段の定めがある場合を除き，当該株

主総会の目的とされた事項以外の事項については，決議をすることができないが，取締役会設

置会社でない会社においては，株主総会は，当該株主総会の目的とされた事項以外の事項につ

いても，決議をすることができる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ
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〔第22問〕(配点：２）

監査役会と監査等委員会に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものはどれか。

なお，各記述に係る株式会社の定款には，別段の定めがないものとする。（解答欄は，[№23]）

１．各監査役及び各監査等委員は，いずれも，その権限として自ら会社の業務及び財産の状況の

調査をすることができる。

２．監査役会は常勤の監査役を選定する必要があるが，監査等委員会は常勤の監査等委員を選定

する必要がない。

３．監査役の任期は選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結の時までであるが，監査等委員である取締役の任期は選任後２年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までである。

４．取締役と会社との利益相反取引によって会社に損害が生じた場合であっても，当該取締役

（監査等委員であるものを除く。）が事前に当該利益相反取引につき監査等委員会の承認を受

けたときは，当該取締役がその任務を怠ったものとは推定されない。

５．監査役会及び監査等委員会は，いずれも，株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並

びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容を決定する権限を有する。

〔第23問〕(配点：２）

自己株式の取得に係る分配可能額の規制に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいもの

を２個選びなさい。（解答欄は，[№24]，[№25]順不同）

１．取得条項付株式の取得により株主に対して交付する金銭の額は，分配可能額を超えてはなら

ない。

２．株式会社が譲渡制限株式の取得の承認をしない旨の決定をする場合において，譲渡制限株式

の買取りの請求に応じて行う当該株式会社の株式の買取りにより株主に対して交付する金銭の

額は，分配可能額を超えてはならない。

３．単元未満株式の買取りの請求があった場合において，当該単元未満株式の買取りにより株主

に対して交付する金銭の額は，分配可能額を超えてはならない。

４．株式会社が他の会社の事業の全部を譲り受けることにより当該他の会社が有する当該株式会

社の株式を取得する場合において，当該株式会社の株式の取得により当該他の会社に対して交

付する金銭の額は，分配可能額を超えてはならない。

５．株式交換をする場合において，株式交換をする株式会社の反対株主の株式買取請求があった

ときは，当該反対株主が有する株式の買取りにより当該反対株主に対して交付する金銭の額は，

分配可能額を超えてはならない。
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〔第24問〕(配点：２）

持分会社に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１

から５までのうちどれか。（解答欄は，[№26]）

ア．業務を執行しない無限責任社員は，業務を執行する社員の全員の承諾があれば，その持分の

全部を他人に譲渡することができる。

イ．持分会社の社員が死亡した場合にはその相続人が当該社員の持分を承継する旨の定款の定め

があるときは，当該相続人が持分を承継した時に，当該相続人に係る定款の変更をしたものと

みなされる。

ウ．持分会社の成立後に加入した社員は，その加入前に生じた持分会社の債務については，弁済

する責任を負わない。

エ．合資会社を退社した社員は，その登記をする前に生じた当該合資会社の債務について，従前

の責任の範囲内でこれを弁済する責任を負う。

オ．合資会社の有限責任社員は，その責任の限度を誤認させる行為をしたときであっても，出資

の範囲を超えて合資会社の債務を弁済する責任を負わない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ

〔第25問〕(配点：２）

株式会社の吸収合併，吸収分割又は株式交換（以下「吸収合併等」という。）に関する次のアか

らオまでの各規律のうち，株主保護を直接の目的とするものでないものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№27]）

ア．吸収合併等の各当事会社は，いずれも，原則として，株主総会の特別決議によって，吸収合

併契約等の承認を受けなければならない。

イ．吸収合併等の各当事会社は，いずれも，吸収合併契約等備置開始日から，吸収合併契約等の

内容等を記載し，又は記録した書面又は電磁的記録をその本店に備え置かなければならない。

ウ．振替株式の発行者が吸収合併等をしようとする場合には，当該発行者は，原則として，振替

機関等に対し，株式買取請求に係る振替株式の振替を行うための口座の開設の申出をしなけれ

ばならない。

エ．吸収合併等の各当事会社の株主は，一定の場合には，自己が株式を有する会社に対し，吸収

合併等をやめることを請求することができる。

オ．吸収合併等の無効の訴えに係る請求を認容する判決は，第三者に対してもその効力を有する。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第26問〕(配点：２）

会社関係訴訟に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後

記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№28]）

ア．株式の発行の効力が生じた後に株式を取得した株主は，新株発行の無効の訴えを提起するこ

とができない。

イ．株式会社が取締役に対してその責任を追及する訴えを提起する場合には，当該取締役の普通

裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所に当該訴えを提起することを要する。

ウ．判例の趣旨によれば，任期の満了により取締役を退任したが，会社法又は定款で定めた取締

役の員数を欠くため，なお取締役としての権利義務を有する者については，訴えをもってその

解任を請求することができない。

エ．最終完全親会社等の株主が特定責任追及の訴え（いわゆる多重代表訴訟）を提起するために

は，当該株主は，当該最終完全親会社等に対し，書面で特定責任追及の訴えの提起を請求しな

ければならない。
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オ．会社の設立の無効の訴えについては，当該訴えに係る請求を認容する確定判決が第三者に対

してもその効力を有するため，被告は，当該請求を認諾することができない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

〔第27問〕(配点：２）

個人商人（小商人に当たる者を除く。）の商業使用人に関する次のアからオまでの各記述のうち，

誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№29]）

ア．代理商は，商業使用人の一種である。

イ．物品の販売を目的とする店舗の使用人は，善意の相手方に対しては，その店舗内に在る物品

の販売をする権限を有するものとみなされる。

ウ．支配人の選任及びその代理権の消滅については，その登記をしなければならない。

エ．支配人が商人の許可を受けないで自己又は第三者のためにその商人の営業の部類に属する取

引をしたときは，当該取引によって当該支配人又は第三者が得た利益の額は，その商人に生じ

た損害の額と推定される。

オ．商人の営業所の営業の主任者であることを示す名称を付した使用人は，善意の相手方に対し

ては，当該営業所の営業に関し，支配人と同一の権限を有するものとみなされる。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．ウ オ

〔第28問〕(配点：２）

商行為に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１か

ら５までのうちどれか。（解答欄は，[№30]）

ア．商人である対話者の間において契約の申込みを受けた者が直ちに承諾をしなかったときは，

その申込みは，その効力を失う。

イ．商行為の代理人が本人のためにすることを示さないでこれをした場合には，相手方が，代理

人が本人のためにすることを知らなかったときであっても，代理人に対して履行の請求をする

ことはできない。

ウ．匿名組合員は，自己の氏名を営業者の商号中に用いることを許諾した場合には，営業者を代

表することができる。

エ．商人がその営業の部類に属する契約の申込みを受けた場合において，その申込みとともに受

け取った物品があるときは，その申込みを拒絶したときであっても，その物品を保管する必要

はない。

オ．商行為によって生じた債権を担保するために設定された質権の質権設定者は，債務の弁済期

前の契約において，質権者に弁済として質物の所有権を取得させることを約することができる。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ
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〔第29問〕(配点：２）

手形の善意取得に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№31]）

ア．判例の趣旨によれば，裏書の連続する手形の所持人から裏書により当該手形を譲り受ける者

であっても，当該所持人が当該手形を所持することにつき疑念を抱いてしかるべき事情が認め

られる場合には，振出人又は支払担当銀行に照会するなどの方法で調査をしなければ，手形を

善意取得することができない。

イ．善意取得は，手形の承継取得の一例である。

ウ．判例の趣旨によれば，手形について除権決定があったとしても，これよりも前に当該手形を

善意取得した者は，当該手形に表章された手形上の権利を失わない。

エ．無権利者から裏書の連続した手形を取得した者がその取得時に相手方の無権利につき善意で

かつ重大な過失がない場合には，その後に事情を知ったときであっても，当該手形を善意取得

することができる。

オ．相続による手形の取得にも，善意取得の適用がある。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第30問〕(配点：２）

約束手形の遡求に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤っているものを組み合わせたもの

は，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，[№32]）

ア．裏書人は，遡求義務者にならない場合がある。

イ．判例の趣旨によれば，遡求を受けて受け戻した手形の所持人は，満期の日から３年を経過し

て振出人の義務について消滅時効が完成した後であっても，前者である遡求義務者に遡求をす

ることができる。

ウ．手形が，振出人ＡからＢ，ＢからＣ，ＣからＤ，ＤからＥに順次裏書によって譲渡され，手

形の所持人Ｅが，裏書人Ｂ，Ｃ及びＤのいずれに対しても遡求をすることができる要件を満た

しているが，いまだその請求をしていない場合において，Ｅが，Ｂ，Ｃ及びＤから同時に遡求

金額の支払の申出を受けたときは，Ｅは，Ｂ，Ｃ及びＤのうち，任意に選んだ者から支払を受

けることができる。

エ．判例の趣旨によれば，手形の所持人が，支払呈示期間内に，振出日が白地である確定日払の

手形を，白地を補充しないで支払のため呈示し，支払を拒絶された場合には，支払呈示期間経

過後に白地を補充したとしても，遡求をすることができない。

オ．判例の趣旨によれば，約束手形の振出人に対する満期前の手形金請求訴訟の提起又は当該訴

訟に係る訴状の送達は，裏書人に対する満期後の遡求権行使の要件である支払のための呈示と

しての効力を有しない。

１．ア エ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ オ ５．ウ エ
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［民事訴訟法］

〔第31問〕（配点：２）

補助参加に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものはどれか。（解答欄は，［№

33］）

１．補助参加の申出は，書面でしなければならない。

２．控訴審の終局判決後上告期間が経過する前において，補助参加の申出をすると同時に，上告

の提起をすることもできる。

３．第一審で補助参加をした参加人が引き続き控訴審で訴訟行為をするためには，控訴審におけ

る補助参加の申出をしなければならない。

４．補助参加の申出に対して異議を述べることができるのは，被参加人だけであって，相手方は

異議を述べることができない。

５．当事者以外の第三者が，独立当事者参加により他人間の訴訟に自ら当事者として参加するこ

とができる場合には，当事者の一方に補助参加することはできない。

〔第32問〕（配点：２）

訴訟代理人に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№34］）

ア．訴訟委任に基づく訴訟代理人の資格は，弁護士に限られるから，簡易裁判所の事件であって

も，弁護士でない者を訴訟代理人とすることは許されない。

イ．訴訟委任を受けた訴訟代理人が，委任を受けた事件の相手方から提起された反訴に関して訴

訟行為をするには，改めて，反訴に関する訴訟委任を受けなければならない。

ウ．訴訟委任を受けた訴訟代理人が適法に訴訟復代理人に訴訟委任をしていた場合，その訴訟代

理人が死亡しても，委任を受けた訴訟復代理人は，これにより訴訟代理権を失うことはない。

エ．複数の訴訟代理人に訴訟委任をした当事者が，各訴訟代理人との間で，各訴訟代理人が単独

で訴訟行為をすることができないとの定めをしたときは，各訴訟代理人が単独でした訴訟行為

は無効となる。

オ．訴訟委任を受けた訴訟代理人が，委任を受けた事件について和解をするには，特別の委任を

受けていなければならない。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ オ ４．ウ エ ５．ウ オ

〔第33問〕（配点：２）

民事訴訟に関する異議権（責問権）に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照

らし正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№35］）

ア．当事者は，訴訟手続に関する規定の違反についての異議を述べる権利を放棄しようとすると

きは，その旨を書面に記載し，これを裁判所に提出しなければならない。

イ．当事者は，訴訟手続に関する規定の違反についての異議を述べる権利につき，具体的な違反

が実際に生じるより前にあらかじめその放棄をすることができる。

ウ．判決の言渡しが公開の法廷で行われなかった場合，当事者は，そのことを知りながら，遅滞

なく異議を述べないときであっても，異議を述べる権利を失わない。

エ．訴えの変更の書面が被告に送達されなかった場合，当事者は，そのことを知りながら，遅滞

なく異議を述べないときであっても，異議を述べる権利を失わない。

オ．宣誓をさせるべき証人を宣誓させないで尋問した場合，当事者は，そのことを知りながら，

遅滞なく異議を述べないときは，異議を述べる権利を失う。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ
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〔第34問〕（配点：２）

民事訴訟における裁判に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたも

のは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№36］）

ア．判決は裁判所による裁判であるが，決定は裁判長による裁判である。

イ．判決は公開の法廷における言渡しによってその効力を生ずるが，決定は相当と認める方法で

関係人に告知することによってその効力を生ずる。

ウ．判決は口頭弁論を経てしなければならないが，決定は口頭弁論を経ないでしなければならな

い。

エ．判決を言い渡した裁判所は，当該判決に計算違い，誤記その他これらに類する明白な誤りが

あるとき以外は，言渡し後にそれを変更することができない。

オ．適法に即時抗告がされた場合，原裁判をした裁判所又は裁判長は，抗告を理由があると認め

るときは，その裁判を更正しなければならない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

〔第35問〕（配点：２）

訴えに関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から

５までのうちどれか。（解答欄は，［№37］）

ア．訴えの提起による時効の中断の効力発生の時期は，被告に対する訴状の送達の時である。

イ．訴えの取下げは，被告に訴状が送達された後は，被告の同意を得なければすることができな

い。

ウ．訴状が公示送達の方法により送達され，その後，判決も同様に公示送達の方法によって送達

された場合には，これらの書類の送達の効力は，掲示を始めた日から２週間を経過することに

よって生ずる。

エ．重複する訴えが提起された場合，被告が異議を述べないで本案について弁論をしたときであ

っても，当該訴えは適法とはならない。

オ．訴状は，第一回の口頭弁論期日後は，これを却下することができない。

１．ア ウ ２．ア オ ３．イ ウ ４．イ エ ５．エ オ
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〔第36問〕（配点：２）

確定判決の拘束力に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているも

のを２個選びなさい。（解答欄は，［№38］，［№39］順不同）

１．売買による所有権の取得を請求原因として買主が提起した所有権確認請求訴訟において，被

告である売主が詐欺を理由として売買契約の取消しをすることができたのにこれをしないまま

口頭弁論が終結し，請求を認容する判決が確定した場合には，売主は自己の所有権の確認を買

主に対して求める後訴において当該取消しを主張して買主の所有権の取得を争うことができな

い。

２．貸金返還請求訴訟において，被告である借主が相殺適状にある反対債権を有していたものの，

相殺の意思表示をしないまま口頭弁論が終結し，請求を認容する判決が確定した場合には，借

主は，その確定判決について提起した請求異議の訴えにおいて，その後にした相殺の意思表示

による債務の消滅の効果を請求異議の事由として主張することができる。

３．甲土地の所有権を主張するＸが，Ｘからの贈与を原因とする所有権移転登記を有するＹに対

して贈与の不存在を理由に当該登記の抹消登記を求める抹消登記手続請求訴訟を提起した場合

において，判決の理由中の判断においてＸに甲土地の所有権があるとして，請求を認容する判

決が確定したときは，ＹはＸに対して甲土地の明渡しを求める後訴においてＹが甲土地を所有

する旨を主張することはできない。

４．土地の賃貸人から提起された建物収去土地明渡請求訴訟において，被告である借地人が建物

買取請求権を行使しないまま口頭弁論が終結し，請求を認容する判決が確定した場合には，借

地人は，その確定判決について提起した請求異議の訴えにおいて，その後にした建物買取請求

権の行使の効果を請求異議の事由として主張することができない。

５．被相続人の貸金債務につき相続人が貸主から提起された貸金返還請求訴訟において，被告で

ある相続人の限定承認の事実が認められ，相続財産の限度での債務の支払を命じる留保付判決

が確定した場合には，貸主は，口頭弁論の終結の前に法定単純承認の事実があったとして，限

定承認の効力を争い，無留保の判決を得るため，改めて貸金返還請求訴訟を提起することは，

許されない。

〔第37問〕（配点：２）

重複起訴の禁止に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組

み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№40］）

ア．ＸのＹに対する不動産の所有権確認請求訴訟の係属中に，ＸがＺに対して当該不動産の所有

権の確認を求める別訴を提起することは，許されない。

イ．ＸのＹに対する貸金３００万円の債務不存在確認請求訴訟の係属中に，ＹがＸに対し当該貸

金の返還を求める別訴を提起することは，許されない。

ウ．ＸのＹに対する売買代金支払請求訴訟であるＡ訴訟とＹのＸに対する貸金返還請求訴訟であ

るＢ訴訟とがそれぞれ係属中に，Ａ訴訟の被告Ｙが，Ａ訴訟において，Ｂ訴訟で請求している

貸金債権を自働債権とする相殺の抗弁を主張することは，許されない。

エ．ＸのＹに対する土地の所有権に基づく所有権移転登記手続請求訴訟の係属中に，ＹがＸに対

し当該土地の所有権の確認を求める別訴を提起することは，許されない。

オ．ＸのＹに対する手形金債務不存在確認請求訴訟の係属中に，ＹがＸに対し当該手形金の支払

を求める別訴を手形訴訟により提起することは，許されない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ
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〔第38問〕（配点：２）

訴えの変更に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選

びなさい。（解答欄は，［№41］，［№42］順不同）

１．債務者が第三者に無償で譲渡した不動産につき，債権者が詐害行為取消権を行使して所有権

移転登記抹消登記手続請求訴訟を提起する場合において，訴訟係属中に被保全債権を甲債権か

ら乙債権に変更することは，訴えの変更に当たる。

２．控訴審における訴えの変更は，請求の基礎に同一性が認められる場合であっても，相手方の

同意が必要である。

３．訴えの変更は，著しく訴訟手続を遅滞させる場合であっても，相手方の同意があるときは，

許される。

４．建物所有権に基づき建物明渡しを求める訴えを提起した原告が，請求を土地所有権に基づく

建物収去土地明渡請求に変更することは，この訴えの変更が当該建物の所有権が自己に帰属す

る旨の被告の陳述に基づいてされた場合には，許される。

５．訴えの変更を許さない旨の決定に対しては，独立の不服申立てをすることができない。

〔第39問〕（配点：２）

釈明に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを２個選びなさ

い。（解答欄は，［№43］，［№44］順不同）

１．裁判長は，口頭弁論の期日外で一方当事者に対し攻撃又は防御の方法に重要な変更を生じ得

る事項について釈明権を行使しても，その内容を相手方に通知する必要はない。

２．具体的な法律構成を示唆して訴えの変更を促す釈明権の行使は，許されない。

３．攻撃又は防御の方法でその趣旨が明瞭でないものについて当事者が釈明をすべき期日に出頭

しない場合，裁判所は，その攻撃又は防御の方法を却下することができる。

４．裁判所は，訴訟関係を明瞭にするため，鑑定を命ずることができる。

５．当事者は，裁判長の釈明権の行使に対して不服があっても，異議を申し立てることができな

い。

〔第40問〕（配点：２）

証拠に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わ

せたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№45］）

ア．反対尋問を経ていない証言についても，裁判所は，その証言を事実認定の資料とすることが

できる。

イ．当事者の一方が提出した証拠により相手方に有利な事実を認定するには，相手方の援用がな

ければならない。

ウ．口頭弁論の全趣旨のみをもって事実を認定することは，許されない。

エ．損害が生じたことが認められる場合において，損害の性質上その額を立証することが極めて

困難であるときは，裁判所は，口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき，相当な損害額

を認定することができる。

オ．自由心証主義は，職権探知主義による訴訟にも適用される。

１．ア イ ２．ア オ ３．イ ウ ４．ウ エ ５．エ オ
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〔第41問〕（配点：２）

証言拒絶権に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを２

個選びなさい。（解答欄は，［№46］，［№47］順不同）

１．医師は，職務上知り得た事実で黙秘すべきものにつき，証言を拒むことができる。

２．Ａの後見人であるＢがその地位を解任された後は，Ａは，Ｂの名誉を害すべき事項につき，

証言を拒むことができない。

３．職業の秘密とは，その事項が公開されると当該職業に深刻な影響を与え以後その遂行が困難

になる事項をいい，これに該当すれば，当然に，証人は当該事項につき証言を拒むことができ

る。

４．証言拒絶を認める決定に対しては，当事者は，即時抗告をすることができない。

５．証人は，証人自身が有罪判決を受けるおそれがある事項について尋問を受ける場合には，宣

誓を拒むことができる。

〔第42問〕（配点：２）

請求の放棄又は認諾に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。（解答欄は，［№48］）

ア．請求の認諾は，相手方が出頭していない口頭弁論の期日においてもすることができる。

イ．後見人その他の法定代理人が請求の放棄をするには，特別の授権がなければならない。

ウ．相手方が反対給付を履行することを条件にして，請求の認諾をすることができる。

エ．請求の放棄をする旨の書面が期日外に裁判所に提出されても，当事者が口頭弁論の期日に出

席し，その旨を陳述しなければ，請求の放棄の効力は生じない。

オ．請求の認諾は，訴訟要件を欠く訴えにおいてもすることができる。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

〔第43問〕（配点：２）

訴訟上の合意に関する次の１から５までの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものは

どれか。（解答欄は，［№49］）

１．終局判決後にされた当事者双方が共に上告する権利を留保する不控訴の合意は，書面又はそ

の内容を記録した電磁的記録によってされなければならない。

２．管轄の合意は，一定の法律関係に基づく訴えに関してされなければならない。

３．当事者間における特定の者を証人として申請しない旨の合意は裁判所を拘束するが，その者

の尋問が完了した後にその尋問の結果を排除する旨の合意をしても，その合意は裁判所を拘束

しない。

４．裁判外で訴えを取り下げる旨の合意が成立し，被告がその存在を主張立証した場合には，裁

判所は当該訴えを却下しなければならない。

５．判決の言渡し前にされた当事者の一方のみが控訴しない旨の合意は，有効である。

〔第44問〕（配点：２）

略式の手続に関する次の１から５までの各記述のうち，誤っているものを２個選びなさい。（解

答欄は，［№50］，［№51］順不同）

１．手形による金銭の支払の請求は，手形訴訟によらなければならない。

２．手形訴訟においては，原告は，口頭弁論の終結に至るまで，被告の承諾を要しないで，訴訟

を通常の手続に移行させる旨の申述をすることができる。

３．訴訟の目的の価額が６０万円以下の金銭の支払の請求を目的とする訴えは，簡易裁判所にお

ける少額訴訟によらなければならない。
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４．支払督促は，債務者を審尋しないで発する。

５．裁判所書記官が支払督促を発した場合において，債務者による適法な督促異議の申立てがあ

ったときは，督促異議に係る請求について訴えの提起があったものとみなされる。

〔第45問〕（配点：２）

民事訴訟における上訴に関する次の１から５までの各記述のうち，正しいものを２個選びなさい。

（解答欄は，［№52］，［№53］順不同）

１．第一審の判決の言渡し後その判決書又は判決書に代わる調書の送達を受ける前においては，

控訴を提起することは，許されない。

２．裁判所に対し控訴権を放棄する旨の申述をした者が附帯控訴をすることは，許されない。

３．控訴の取下げには，相手方の同意を要しない。

４．上告は，判決に憲法の解釈の誤りがあることその他憲法の違反があることを理由とするとき

に限り，することができる。

５．即時抗告期間は，裁判の告知を受けた日から１週間の不変期間である。
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